
 

 

救命救急センター改善計画書 

 

令和８年１月 21日 

病院名：佐久総合病院佐久医療センター 

現地調査日：平成 30年８月 31日 

 

(1) データの収集及び分析について 

 【評価結果】 

より質の高い医療を提供するため、臨床データの収集と詳細な分析、それに基づく院

内でのディスカッションを行っていただきたい。 

 【改善計画】 

救急患者のデータ収集及び分析については、日々行っているが、以下のようなデータ

を指標としてより高い医療を目指したい。 

・ACSにおける、Door-to-balloon time 

・脳梗塞における、来院からｔ-PA開始までの時間 

・外傷登録においては、JTDBへの登録 

 【進捗】 

   ・全国規模のデータバンクの登録施設 

     −日本外傷データバンク（JTDB） 

     −ドクターヘリ全国症例登録システム（JSAS-R） 

     −ドクターヘリインシデント・アクシデント登録 

上記データバンクに登録し、各分野の医療の質と安全に寄与するとともに、自施設の

状況をフィードバックしている。 

・院内で救急診療に関する総合的な臨床研究を組み、院内での症例検討会/勉強会、学

会発表を含めた臨床研究・症例報告、ドクターヘリ事後検証会、地域消防との救急事

例研究会等を通じて、ディスカッション・質の向上に努めている。 

・急性管症候群おける PCIまでの時間を計測し、フィードバックするとともに、院外・

院内での迅速体制につなげている。消防による 12誘導心電図伝送を令和 7年から開

始。 

・脳血管障害における t-PA/血管内治療までの間の各節目の時間を記録し、定期的に多

職種での改善に繋げる振り返りを行なっている。 

 

(2) スタッフの負担軽減及び他の医療機関との役割分担について 

 【評価結果】 

スタッフが疲弊しないよう、マンパワーの確保、院内各科及び他の機関との役割分担

や協力体制の充実を図っていただきたい。 

 【改善計画】 

医局に関しては、人材育成推進室が主体となり、スタッフ医師、後期研修医、初期研修

医と段階に応じた確保対策に取り組んでいる。ホームページおよび人材派遣会社を利用

した求人募集、大学医局訪問、病院見学の受け入れと勧誘、医学実習の積極的な受け入

れ、病院説明会への参加など、通年において取り組んでいる。 

看護部に関しては、慢性的な看護師不足となっている。それを踏まえて、経営改革プロ

ジェクト【働き方改善】では、看護業務のタスクシフト検討と、業務改善、多職種との連

携を行っていく。会議時間短縮、手術時間・面談・退院調整会議等の時間調整を病院全体



 

 

で取り組んでいる。働きやすい職場環境づくりに取り組み、離職防止に努めていく。 

夜勤回数に関しては、適正な人員配置を検討する。 

佐久圏域医療対策協議会・佐久地域メディカルコントロール分科会と協力して、佐久

地域の救急隊が傷病者を円滑に医療機関まで搬送するため、救急隊から医療機関への傷

病者受入れ照会など定期的に協議し改善に役立てている。長野医療情報 Net では、随時

情報を更新して救急隊の滞在時間短縮に効果を発揮している。 

 【進捗】 

・医師確保と勤務体制について 

− 在籍医師のモチベーション等を考慮しつつ、A 水準の勤務形態を維持できるように

勤務管理を行っている。 

− 救急科専門研修プログラムの連携等を通じて、連携医療機関との人材交流を意識し

た取り組みを継続している。また、救急科専門研修プログラムの充実に向けた取り組

みを継続して行うことで若手医師獲得に取り組んでいる。 

− 救急医療を担う医師確保は、救命救急センターとして取り組みを継続しているが、

まだまだ充足するに至っていない状況である。各医療機関個別の取り組みでは難し

く、地域・県全体での連携した医師確保の取り組み強化が望まれる。 

・院内他診療科との連携について 

各専門診療科との連携として、急変対応システム（RRS）の対応、他科重症患者の全

身管理サポート、病院総合医的役割を担っている。 

・看護師確保について 

− 急性期を担う看護師確保は当院でも重要な課題となっている。重症系ユニットの再

編成を含め適正な看護師配置に取り組んでいる。 

− 急性期を担う看護師確保は医師確保と並び喫緊の課題となっている。医師確保と同

じく各医療機関個別の取り組みでは難しく、地域・県全体での連携した取り組み強化

が望まれる。 

・タスクシェアについて 

− 医師/看護師業務の他職種へのタスクシェアは当院でも大きな課題の一つである。 

・地域内の連携について 

− 地域内救急対応状況（要請件数と救急医療提供環境）が年々変化し、そのバランス

が大きく崩れてきている。定期的な地域内医療機関の会合で状況を確認し、適した体

制を模索していく必要がある。 


